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燃料・原材料費等の物価高騰に伴う社会福祉事業所への緊急支援に関する要望書 

 

 

要望事項 

 燃料・原材料費等の急激な物価高騰が社会福祉事業所の運営に影響を与えていることから、地域社会

に必要不可欠な社会福祉事業所の継続性を確保し、必要な人が安心して社会福祉サービスを受けられる

よう、2022年燃料・原材料費等の物価高騰への適切な緊急支援を要望します。 

 

理由 

 2022年に入ってからの物価高騰は、社会福祉事業所運営にも深刻な影響を与えています。2022年４

月分消費者物価指数は、前年同月比で、特にエネルギー(電気・都市ガス・灯油・ガソリン)が 19.1%、

食料品は生鮮野菜・生鮮魚介・生鮮果物が軒並み 12%以上、油脂・調味料が 6%以上の物価高になって

います。 

 私たちは、社会福祉事業所への影響を調査するために、「燃料・原材料費等の物価高騰による影響に

関する 2022年度緊急アンケート調査」を実施しました。14法人・団体(社会福祉法人・NPO・協同組

合・公益財団・企業組合)、53拠点の 2021年 4月比 2022年４月支出額の増減をまとめることができま

した。 

介護事業所の収入は介護保険による介護報酬の収入が主なものであり、社会福祉事業所も同様で、エ

ネルギー・食料品等の物価上昇に関わらず、収入は一定のものとなっています。一方、アンケート調査

結果の詳細を添付していますが、2022 年 4 月の電気代・ガス代・灯油代・ガソリン等のエネルギー関

連支出の増加が顕著となっており、特に 120％以上の経費増になっている法人が大半となっています。

エネルギーは事業運営上不可欠なものであり、もともと削減しにくい費目であり、この物価高騰が経営

に与える影響は大変大きなものとなっていることが明らかになりました。 

 この物価高騰分を補填できる財源を探すのは難しく、多くの法人・団体の実情から行政の適切な緊急

支援の必要性が寄せられています。 

 宮城県、仙台市におかれましても、「新型コロナウイルス感染症地方臨時交付金―コロナ禍における

原油・物価高騰対応分」支援施策が計画されていますが、社会福祉事業所運営の実情をご理解いただき、

特に燃料・原材料費等の物価高騰緊急支援をお願い申し上げる次第です。 

 

以上 
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要望事項 

 燃料・原材料費等の急激な物価高騰が社会福祉事業所の運営に影響を与えていることから、地域社会

に必要不可欠な社会福祉事業所の継続性を確保し、必要な人が安心して社会福祉サービスを受けられる

よう、2022年燃料・原材料費等の物価高騰への適切な緊急支援を要望します。 

 

理由 

 2022年に入ってからの物価高騰は、社会福祉事業所運営にも深刻な影響を与えています。2022年４

月分消費者物価指数は、前年同月比で、特にエネルギー(電気・都市ガス・灯油・ガソリン)が 19.1%、

食料品は生鮮野菜・生鮮魚介・生鮮果物が軒並み 12%以上、油脂・調味料が 6%以上の物価高になって

います。 

 私たちは、社会福祉事業所への影響を調査するために、「燃料・原材料費等の物価高騰による影響に

関する 2022年度緊急アンケート調査」を実施しました。14法人・団体(社会福祉法人・NPO・協同組

合・公益財団・企業組合)、53拠点の 2021年 4月比 2022年４月支出額の増減をまとめることができま
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介護事業所の収入は介護保険による介護報酬の収入が主なものであり、社会福祉事業所も同様で、エ

ネルギー・食料品等の物価上昇に関わらず、収入は一定のものとなっています。一方、アンケート調査

結果の詳細を添付していますが、2022 年 4 月の電気代・ガス代・灯油代・ガソリン等のエネルギー関

連支出の増加が顕著となっており、特に 120％以上の経費増になっている法人が大半となっています。

エネルギーは事業運営上不可欠なものであり、もともと削減しにくい費目であり、この物価高騰が経営

に与える影響は大変大きなものとなっていることが明らかになりました。 

 この物価高騰分を補填できる財源を探すのは難しく、多くの法人・団体の実情から行政の適切な緊急

支援の必要性が寄せられています。 

 宮城県、仙台市におかれましても、「新型コロナウイルス感染症地方臨時交付金―コロナ禍における

原油・物価高騰対応分」支援施策が計画されていますが、社会福祉事業所運営の実情をご理解いただき、

特に燃料・原材料費等の物価高騰緊急支援をお願い申し上げる次第です。 
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